
 

（様式第11） 

  令和 7年 10月 5日 

 

（宛先） 

 埼玉県知事  

 

 

住 所 埼玉県狭山市入間川2-37-20 

申請者 

氏 名 社会医療法人財団石心会 埼玉石心会病院 

院長 

 

 

埼玉石心会病院の地域医療支援病院の業務報告について 

 

 

標記について、医療法第12条の２の規定に基づき、令和６年度の業務に関して報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 開設者の住所及び氏名 

住所 
〒212-0021 

神奈川県川崎市幸区都町39-1 

氏名 社会医療法人財団石心会 

 （注）開設者が法人である場合は、「住所」欄には法人の主たる事務所の所在地を、「氏名」欄には

法人の名称を記入すること。 

 

２ 名称 

 

３ 所在の場所 

〒350-1305 埼玉県狭山市入間川2-37-20 

電話（ 04 ） 2953 － 6611 

  

４ 病床数 

精神病床 感染症病床 結核病床 療養病床 一般病床 合計 

床 床 床 床 450 床 450 床 

 

  

社会医療法人財団石心会 埼玉石心会病院 



 

５ 施設の構造設備 

施設名 設備概要 

集中治療室 

酸素吸入装備一式・人工呼吸装置・救急蘇生装置・心電計・心細動除去装置・ 

モニター 

病床数 12 床 

化学検査室 
生化学･免疫連結分析装置・免疫分析装置・自動血球算定器・全血凝固測定器・ 

全自動尿分析装置・顕微鏡 他 

細菌検査室 
細菌同定･感受性装置・血液培養装置・バイオセーフティーキャビネット・ 

孵卵器・蛍光顕微鏡・顕微鏡 他 

病理検査室 
顕微鏡・写真撮影装置デジタルカメラ・固定包埋装置（密閉式）・ 

クリオスタット・遠心機・排気装置・ｸﾗｲｵｴｯﾍﾟﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾓｼﾞｭｰﾙ・ミクロトーム 他 

病理解剖室 浄化槽・感染対策解剖台・ストライカー（開頭ノコ）・排気装置 他 

研究室 プロジェクター・TVビデオシステム・電子カルテ 他 

講義室 室数 1 室    収容定員 200 人（着席） 

図書室 室数 1 室    蔵書数  947 冊程度 

救急用又は患者

搬送用自動車 

救急用自動車：酸素吸入装置一式・ﾓﾆﾀｰ・人工呼吸装置・吸引器・除細動器他 

患者輸送用自動車：車椅子仕様車  

保有台数 3台（患者用自動車1台、救急搬送用自動車2台） 

医薬品情報管理室 ［専用室の場合］     床面積 64.36 ㎡ 

(注) 主な設備は、主たる医療機器、研究用機器、教育用機器等を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

  



 

（様式第12）他の病院又は診療所から紹介された患者に対し医療を提供する体制が整備されていること

を証する書類 

 

１ 地域医療支援病院紹介率及び地域医療支援病院逆紹介率 

(注) １ 「地域医療支援病院紹介率」欄は、ＡをＢで除した数に100を乗じて、小数点以下第１位ま

で記入すること。 

(注) ２ 「地域医療支援病院逆紹介率」欄は、ＣをＢで除した数に100を乗じて、小数点以下第１位

まで記入すること。 

(注) ３ それぞれの患者数については、前年度の延数を記入すること。 

 

  

地域医療支援病院 

紹介率 
80.1％ 

算定 

期間 
2024年 4月 1日～ 2025年 3月 31日 

地域医療支援病院 

逆紹介率 
112.2％ 

算出 

根拠 

Ａ：紹介患者の数 7,550人 

Ｂ：初診患者の数 9,430人 

Ｃ：逆紹介患者の数 10,577人 



 

（様式第13）救急医療を提供する能力を有することを証する書類 

 

１ 重症救急患者の受入れに対応できる医療従事者の確保状況 

№ 職種 氏   名 勤務の態様 勤務時間 備考 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

 

２ 重症救急患者のための病床の確保状況 

優先的に使用できる病床 20 床 

専用病床 3 床 

(注) 一般病床以外の病床を含む場合は、病床区分ごとに記載すること。 

 

 

３ 重症救急患者に必要な検査、治療を行うために必要な診療施設の概要 

施 設 名 床 面 積 設  備  概  要 24時間使用の可否 

放射線室 558.33 ㎡ CT・MRI・一般撮影 他 可 

内視鏡室 165.38 ㎡ 上部・下部内視鏡検査設備一式 他 可 

ホールディング

ルーム 
401.72 ㎡ 

酸素吸入装置一式・人工呼吸装置・ 

超音波装置・心電計・除細動器・モニター・血

ガス測定器 他 

可 

検体検査室 124.75 ㎡ 

生化学･免疫連結分析装置・免疫分析装置・ 

自動血球算定器・全血凝固測定器・ 

全自動尿分析装置・顕微鏡 他 

可 

シネアンギオ室  393.48 ㎡ 血管造影装置・映像ﾓﾆﾀｰ・心細動除去装置 他 可 

 

 

< 別紙1「R6年度 救命従事職員一覧」参照 > 



 

４ 備考 

救急病院認定 告示日 ：令和５年９月１２日 

       告示番号：埼玉県告示第９９３号 

       認定期間：令和５年９月９日～令和８年９月８日 

(注) 特定の診療科において、重症救急患者の受入体制を確保する場合には、その旨を記載すること。 

   既に、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）に基づき都道府県知事の救急病院

の認定を受けている病院、救急医療対策の設備事業について（昭和52年７月６日付け医発第692号厚

生省医務局長通知）に基づき救急医療を実施している病院にあっては、その旨を記載すること。 

 

５ 救急医療の提供の実績 

救急用又は患者輸送自動車により搬入した

救急患者の数 

9,864人 

（  3,778人） 

上記以外の救急患者の数 
12,585人 

（  2,066人） 

合計 
22,449人 

（  5,844人） 

(注) それぞれの患者数については、前年度の延べ数を記入すること。 

 括弧内には、それぞれの患者数のうち入院を要した患者数を記載すること。 

 

６ 救急用又は患者輸送用自動車 

救急用又は患者輸送用自動車 3台（救急用自動車2台、患者輸送用自動車1台） 

  



 

（様式第14）地域医療従事者による診療、研究又は研修のための利用（共同利用）のための体制が整備

されていることを証する書類 

 

１ 共同利用の実績 

設備の共同利用を行った医療機関の延べ数   93施設   3,182件 

（内開設者と直接関係のない医療機関   93施設   3,182件） 

 

共同利用病床の利用患者延べ数     3,660人 

 

共同利用に係る病床の病床利用率     19.2％ 

 

(注) 前年度において共同利用を行った実績がある場合において、当該前年度の共同利用を行った医

療機関の延べ数、これらの医療機関のうち開設者と直接関係のない医療機関の延べ数、共同利用

に係る病床の病床利用率を明記すること。 

 

２ 共同利用の範囲等 

建    物：1～6Fフロア 

設    備：CT、MRI、ｱﾝｷﾞｵ装置、手術室、図書室、その他全て 

機械又は器具：内視鏡、超音波装置、ﾎﾙﾀｰ心電図、その他全て 

(注) 当該病院の建物の全部若しくは一部、設備、器械又は器具のうち、共同利用の対象とする予定

のものを明記すること。 

 

３ 共同利用の体制 

 ア 共同利用に関する規定の有無 有・無 

 イ 利用医師等登録制度の担当者 氏 名：地域医療連携課長 

                 職 種：事務職 

(注) 共同利用に関する規定が有る場合には、当該規定の写しを添付すること。 

 

４ 登録医療機関の名簿 

医療機関名 開 設 者 名 住   所 主たる診療科名 
地域医療支援病院開設者との経営上

の関係   

   

 

 

(注) 当該病院と同一の２次医療圏に所在する医療機関のみ記入すること。 

 

常時共同利用可能な病床数 10 床 

  

< 別紙2「2024年度 登録医一覧」参照 > 



 

（様式第15）地域の医療従事者の資質の向上を図るための研修を行わせる能力を有することの証明 

 

１ 研修の内容 

・2024年度 院外院内向け連携セミナー  実施：12回 

（ハイブリッド(対面+Web)：8回、対面：3回、Web：1回） 

 

２ 研修の実績 

（１）地域の医療従事者への実施回数 12 回 

（２）（１）の合計研修者数 合計:708人（会場:257人、Web:451人） 

(注) １ 研修には、当該病院以外の地域の医療従事者が含まれるものを記入すること。 

（注）２ （２）には、前年度の研修生の実数を記入すること。 

 

３ 研修の体制 

 ア 研修プログラムの有無 有・無 

 イ 研修委員会設置の有無 有・無 

 ウ 研修指導者 

研修指導者氏名 職  種 診療科 役 職 等 臨床経験数 特 記 事 項 

 医師 総合診療科 部長 21年 
教育責任者 

教育委員長 

 医師 
乳腺・内分

泌外科 
副部長 20年 

教育責任者 

研修管理委員長 

 看護師  看護副部長   

(注) 教育責任者については、特記事項欄にその旨を記載すること。 

 

４ 研修実施のための施設及び設備の概要 

施  設  名 床 面 積 設   備   概   要 

アゼリアホール(4分割可) 293.42 ㎡ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ・TVﾋﾞﾃﾞｵｼｽﾃﾑ・電子ｶﾙﾃ 他 

(アゼリア：講義室A) 104.24 ㎡ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ・TVﾋﾞﾃﾞｵｼｽﾃﾑ・電子ｶﾙﾃ 他 

(アゼリア：講義室B) 106.18 ㎡ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ・TVﾋﾞﾃﾞｵｼｽﾃﾑ・電子ｶﾙﾃ 他 

(アゼリア：ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ) 43.73 ㎡ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ・TVﾋﾞﾃﾞｵｼｽﾃﾑ・電子ｶﾙﾃ 他 

(アゼリア：研究室) 39.27 ㎡ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ・TVﾋﾞﾃﾞｵｼｽﾃﾑ・電子ｶﾙﾃ 他 

 

 



 

（様式第16）診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の管理方法 

 

管理責任者氏名 事務部長 

管理担当者氏名 事務副部長、ITセンター副部長、地域医療連携課長、診療情報管理課長 

 

 保管場所 分  類  方  法 

診療に関する諸記録 

 病院日誌、各科診療日誌、処方せん､ 

手術記録、看護記録、検査所見記録､ 

エックス線写真、紹介状、退院した患者

に係る入院期間中の診療経過の要約 

各部門にて保管 

・電子保存 
日付順、月別、年度別、ＩＤ番号順 

病院の管

理及び運

営に関す

る諸記録 

共同利用の実績 地域医療連携課 日付順、月別、年度別 

救急医療の提供の実績 地域医療連携課 日付順、月別、年度別 

地域の医療従事者の資質の向上

を図るための研修の実績 
地域医療連携課 日付順、月別、年度別 

閲覧実績 診療情報管理課 日付順、月別、年度別 

紹介患者に対する医療提供及び

他の病院又は診療所に対する患

者紹介の実績の数を明らかにす

る帳簿 

地域医療連携課 日付順、月別、年度別 

(注) 「診療に関する諸記録」欄には、個々の記録について記入する必要はなく、全体としての管理

方法の概略を記入すること。 

 

  



 

（様式第17）診療並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の閲覧方法に関する書類 

 

閲覧責任者氏名 事務部長 

閲覧担当者氏名 診療情報管理課長 

閲覧の求めに応じる場所 診療情報管理課 

閲覧の手続の概要 

 

【閲覧・貸出時間】 月～金曜日／AM9:00～PM5:00・土曜日／AM9:00～PM0:30 
           ただし、休日・夜間等の緊急時利用の場合はこの限りではない。 
 
１）診療情報管理課に連絡を入れる。 
  ＞（患者ID、患者氏名、診療録の種類《外来・入院》、期間、利用日時）を伝える。 
 
２）診療情報管理課員が依頼診療録を用意し、指定日時に閲覧室に案内。 
 
３）閲覧終了後、診療録を診療情報管理課員へ返却。 
  ・翌日以降も利用したい場合は申し出ること。 
  ・貸出を希望の場合は申し出ること。 
 

４）診療情報管理課員より診療録を入庫。 

  

 

前年度の総閲覧件数 0 件 

閲 覧 者 別 

医師 0 件 

歯科医師 0 件 

地方公共団体 0 件 

その他 0 件 

  

 

 

 

  



 

（様式第18）委員会の開催の実績 

 (注) 委員会の開催回数及び議論の概要については、前年度のものを記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

委員会の開催回数 4 回  

委員会における議論の概要 

【開催日時】  いずれも18:30～ 

2024年 5/28、8/27、11/26 

2025年 2/25 

 
【主な議論の概要】 

・紹介率と各部門の統計について 

・医師の働き方改革について 

・救急患者連携搬送料について 



 

（様式例第19）患者相談の実績 

 

患者相談を行う場所 相談窓口・相談室・その他（病棟内面談室） 

主として患者相談を行った者 

（複数回答可） 

社会福祉士 

患者相談件数 8,762件 

患者相談の概要 

・ 受診に関する相談 

・ 心理社会的問題に関する相談 

・ 療養上の問題に関する相談 

・ 家族関係に関する相談 

・ 院内関係に関する相談 

・ 院外関係に関する相談 

・ 受容・理解促進に関する相談 

・ 医療費・生活費に関する相談 

・ 在宅ｹｱ・介護保険に関する相談 

・ 復職・復学に関する相談 

・ 虐待に関する相談 

・ 退院後(主に転院・施設入所)に関する相談 

(注) 患者相談の概要については、相談内容を適切に分類し記載するとともに、相談に基づき

講じた対策等があれば併せて記載すること。また、個人が同定されないよう配慮すること。 

  



 

（様式第 20）その他の地域医療支援病院に求められる取組みに関する書類（任意） 

  

１  病院の機能に関する第三者による評価 

① 病院の機能に関する第三者による評価の有無 有・無 

≪評価を行った機関名、評価を受けた時期≫ 

・日本医療機能評価機構 主たる機能：一般病院２(2024年10月18日) 

・日本医療機能評価機構 副機能：リハビリテーション病院(2024年10月18日) 

(注) 医療機能に関する第三者による評価については、日本医療機能評価機構等による評価があ

ること。 

 

２  果たしている役割に関する情報発信 

① 果たしている役割に関する情報発信の有無 有・無 

≪情報発信の方法、内容等の概要≫ 

・訪問による情報発信(地域の医療従事者向け研修会、広報誌、各診療科、外来体制表など) 

・メールによる情報発信(地域の医療従事者向け研修会、広報誌、各診療科、外来体制表など) 

・「地域医療連携室ちゃんねる」による情報発信 

 

３  退院調整部門 

① 退院調整部門の有無 有・無 

≪退院調整部門の概要≫ 

・入退院センターを設置し、看護師・ソーシャルワーカーで退院調整を実施している。 

 

 

４  地域連携を促進するための取組み 

① 地域連携クリティカルパスの策定 有・無 

≪策定した地域連携クリティカルパスの種類・内容 ≫ 

・大腿骨頸部骨折地域連携パス（11病院） 

・脳卒中地域連携パス（15病院） 

≪地域連携クリティカルパスを普及させるための取組み≫ 

・地域の地域連携関連会議への定期的な参加 

 

 

 

 

 






















